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○鴨川市子ども医療費の助成に関する条例 

平成28年３月24日 

条例第３号 

(目的) 

第１条 この条例は、子どもの医療に要する費用(以下「医療費」という。)を負担する保

護者に対し、医療費の全部又は一部を助成することにより、子どもの保健対策の充実及

び保護者の経済的負担の軽減を図り、もって子どもの保健の向上及び子育て支援の充実

に寄与することを目的とする。 

(定義) 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(１) 子ども 15歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にある者をいう。 

(２) 保護者 子どもの親権を行う者、未成年後見人その他の者で子どもを現に監護す

るものをいう。 

(３) 医療保険各法 次に掲げる法律をいう。 

ア 健康保険法(大正11年法律第70号) 

イ 船員保険法(昭和14年法律第73号) 

ウ 私立学校教職員共済法(昭和28年法律第245号) 

エ 国家公務員共済組合法(昭和33年法律第128号) 

オ 国民健康保険法(昭和33年法律第192号) 

カ 地方公務員等共済組合法(昭和37年法律第152号) 

(４) 保険給付 医療保険各法の規定による療養の給付、入院時食事療養費その他の規

則で定める給付をいう。 

(５) 一部負担金 医療費の額から保険給付の額を控除した額をいう。 

(６) 自己負担金 法令等による公費負担医療制度の対象として給付決定があった場

合に当該給付を受けた者又はその保護者がその負担能力に応じて負担しなければな

らない額をいう。 

(７) 保険医療機関 医療保険各法に基づき指定された病院、診療所、薬局等をいう。 

(助成対象者) 

第３条 この条例による医療費の助成を受けることができる者(以下「助成対象者」とい

う。)は、次の各号のいずれにも該当する子どもの保護者とする。 
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(１) 本市に住所を有し、かつ、住民基本台帳法(昭和42年法律第81号)に基づく本市の

住民基本台帳に記録されている子ども 

(２) 医療保険各法に規定する被保険者又は被扶養者である子ども 

(助成要件) 

第４条 市長は、助成対象者に係る子どもの通院、入院又は調剤が保険給付の対象となっ

た場合に、その医療費を助成するものとする。 

(助成額) 

第５条 医療費として助成する額(以下「助成額」という。)は、次に掲げる額とする。 

(１) 助成対象者が保険医療機関で子どもに係る保険給付を受けた場合は、その一部負

担金 

(２) 医療費に対し法令等による公費負担医療制度の対象として給付決定を受けた場

合は、当該給付につき助成対象者が負担する自己負担金 

２ 前項各号に掲げる場合において、他の法令等による公費負担医療制度以外の制度の対

象として医療給付、給付金の支払等を受けたとき若しくは受けられるとき又は医療保険

各法に規定する規約等に基づく付加給付が行われたときは、その額を同項の助成額から

控除するものとする。 

(受給資格の登録等) 

第６条 助成対象者は、医療費の助成を受けようとするときは、あらかじめ規則で定める

ところにより受給資格の登録を市長に申請し、その資格を証する受給券(以下「受給券」

という。)の交付を受けなければならない。 

(受給券の提示) 

第７条 前条の規定により受給券の交付を受けた者(以下「受給者」という。)は、その子

どもが保険医療機関において医療を受けようとするときは、当該保険医療機関に対し受

給券を提示しなければならない。 

(助成の方法) 

第８条 医療費の助成は、保険医療機関の請求に基づき受給者が支払うべき一部負担金又

は自己負担金を市が当該保険医療機関に支払う方法により行う。 

２ 前条及び前項の規定にかかわらず、助成対象者が一部負担金又は自己負担金を保険医

療機関に支払った場合は、当該一部負担金又は自己負担金に相当する額を当該助成対象

者に支払う方法により医療費の助成を行う。 

３ 助成対象者は、前項の規定による助成を受けようとするときは、その子どもに係る医
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療費を支払った日の翌日から起算して２年以内に、規則で定めるところにより市長に申

請しなければならない。 

(助成の始期) 

第９条 医療費の助成は、第６条の規定による申請をした日(子どもの出生又は転入によ

り新たに助成対象者の要件を満たすこととなった場合は、その事実の発生した日)から

開始する。 

(受給券の更新) 

第10条 市長は、受給券に記載した有効期間が終了した場合において、当該受給券に係る

助成対象者が引き続き助成対象者の要件を満たしていると認めるときは、受給券を更新

するものとする。 

(届出の義務等) 

第11条 受給者は、自己又は子どもについて、第６条の規定による申請の内容に変更が生

じた場合は、速やかに市長に届け出なければならない。 

２ 市長は、前項の規定による届出があったときは、受給券を再交付するものとする。 

３ 受給者は、有効期間が終了した場合又は転出等の理由により助成対象者の要件を満た

さなくなった場合は、速やかに受給券を市長に返納しなければならない。 

(助成の制限) 

第12条 市長は、助成対象者に係る子どもが受けた保険給付の原因が第三者の行為によっ

て生じたものである場合において、その医療費の全部又は一部につき第三者から賠償が

行われるときは、その限りにおいて助成しないものとする。 

(譲渡又は担保の禁止) 

第13条 助成対象者は、医療費の助成を受ける権利を譲渡し、又は担保に供してはならな

い。 

(助成金の返還) 

第14条 市長は、偽りその他不正の行為により医療費の助成を受けた者があるときは、そ

の者から当該助成額の全部又は一部を返還させることができる。 

(委任) 

第15条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

(施行期日) 

１ この条例は、平成28年４月１日から施行する。 
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(経過措置) 

２ この条例の施行の日(以下「施行日」という。)の前日までに、鴨川市子ども医療費の

助成に関する規則(平成17年鴨川市規則第71号)第８条第１項又は第９条第２項の規定

により受給券(有効期間の末日が施行日以後であるものに限る。)の交付を受けている者

は、第６条の規定による受給資格の登録を受けたものとみなす。この場合において、当

該受給資格の登録を受けたものとみなされる者に交付されている受給券は、同条の規定

により交付された受給券とみなす。 

(鴨川市重度心身障害者の医療費助成に関する条例の一部改正) 

３ 鴨川市重度心身障害者の医療費助成に関する条例(平成17年鴨川市条例第111号)の一

部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 
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○鴨川市子ども医療費の助成に関する条例施行規則 

平成28年３月31日 

規則第16号 

(趣旨) 

第１条 この規則は、鴨川市子ども医療費の助成に関する条例(平成28年鴨川市条例第３

号。以下「条例」という。)の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

(規則で定める給付) 

第２条 条例第２条第４号の規則で定める給付は、療養の給付並びに入院時食事療養費、

入院時生活療養費、保険外併用療養費、療養費、訪問看護療養費、家族療養費、家族訪

問看護療養費及び高額療養費の支給とする。 

(受給資格の登録の申請等) 

第３条 条例第６条の規定による受給資格の登録の申請は、鴨川市子ども医療費受給資格

登録申請書(別記第１号様式)に医療保険各法による被保険者証又は組合員証の写しを

添えて、市長に提出することにより行うものとする。 

２ 前項の申請において、所得額等(総所得その他の収入の額並びに扶養控除及び医療費

控除その他の控除の額をいう。)及び市民税額を市長が確認することについての同意の

ない者又は転入等の理由により本市においてこれらの額を確認することができない者

は、申請日の属する年度(申請日が４月から７月までの間である場合は、前年度)の市町

村民税額及びこれに係る所得額等を証する書類を添付しなければならない。 

３ 市長は、第１項の申請が適当と認めた場合は、鴨川市子ども医療費助成システム(同

項の申請に係る助成対象者の情報を記録し、管理するシステムをいう。)により受給者

台帳に登録するとともに、当該申請をした助成対象者に対し、鴨川市子ども医療費助成

受給券(別記第２号様式)を交付するものとする。 

４ 市長は、第１項の申請が不適当と認めた場合は、鴨川市子ども医療費受給資格登録申

請却下通知書(別記第３号様式)により、当該申請をした者に通知するものとする。 

(償還払による助成の申請等) 

第４条 条例第８条第３項の規定による支払った医療費の助成の申請は、鴨川市子ども医

療費助成金給付申請書(別記第４号様式)に次に掲げる書類を添えて、市長に提出するこ

とにより行うものとする。 

(１) 受給券の写し 

(２) 当該保険医療機関が発行する鴨川市子ども医療費証明書(別記第５号様式)又は
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領収書 

２ 市長は、前項の申請があったときは、その可否を決定し、鴨川市子ども医療費助成金

給付決定通知書(別記第６号様式)又は鴨川市子ども医療費助成金給付申請却下通知書

(別記第７号様式)により、当該申請をした者に通知するものとする。 

(登録内容の変更の届出) 

第５条 条例第11条第１項の規定による届出は、鴨川市子ども医療費受給資格登録変更届

(別記第８号様式)により行うものとする。 

(受給券の紛失等による再交付) 

第６条 受給者は、受給券を紛失、損傷、汚損等した場合は、鴨川市子ども医療費助成受

給券再交付申請書(別記第９号様式)を市長に提出し、受給券の再交付を受けなければな

らない。 

２ 前項の規定による受給券の再交付の申請の事由が受給券を損傷又は汚損した場合で

あるときは、同項の申請書に当該受給券を添付しなければならない。 

(受給券の返納) 

第７条 条例第11条第３項の規定による返納は、鴨川市子ども医療費助成受給券返納届

(別記第10号様式)に受給券を添えて行うものとする。 

(その他) 

第８条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

(施行期日) 

１ この規則は、平成28年４月１日から施行する。 

(鴨川市子ども医療費の助成に関する規則の廃止) 

２ 鴨川市子ども医療費の助成に関する規則(平成17年鴨川市規則第71号)は、廃止する。 
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